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来週の投資戦略（1/13-16）
よーいドン！？

2026 年 1 月 11 日

小松 徹

注目事項 － 見所

10‐12 月期米金融業決算 ― 予想をどれだけ上回るか？
1 月 13 日、日韓首脳会談 ― 奈良で政治、経済協力示せるか？
1 月 14 日？、米国相互関税判決 ― 違憲とするも混乱を避ける内容？
1 月 15 日、台湾 TSMC10-12 月期決算 ― 力強い増益か？

株式市場見通し

9 日金曜日の米国市場で高市トレードが再開した。読売新聞電子版が高市首相の衆議
院解散を今月 23 日と報じたからだ。為替市場で対米ドル 1 円以上の円安、日経 225
が 1500 円以上上昇した。当新聞は昨年 7 月に石破首相の退陣を一面トップで誤報し
たので、私はやや懐疑的だったが、昨日と本日の他社報道と各党首の言葉から今回は
ほぼ間違いないとみた。特に重視したのが、連立を組む日本維新の会吉村代表の「高
市氏と 8 日に話してステージが変わった」（11 日 NHK 日曜討論）との言葉だ。

そうなると選挙実施まで 4 週間以上ある。今年最大の国内でのイベントがよーいドン
で始まった。年末年始に多くのストラテジストがこれを材料に市場が 10％以上上昇す
ると予想していた。指数だけに投資する者は他のことを考える必要はないが、個別銘
柄の業績を分析、予想する投資家にはやや忍耐がいる局面だろう。今月最終週から 10-
12 月期の企業決算と中国の対日輸出規制の影響がある程度わかるからだ。先週末に安
川電機（6506）が 9-11 月期決算を発表したが、力強さに欠けていた。時間外および海
外市場で大きく売られたが、火曜日の市場でどのように反応するか。目先は弱くとも、
将来のフィジカル AI は間違いなく有望と信じて積極的に買い向かうか。

さて、先週金曜日判決と見られていた、いわゆるトランプ相互関税の連邦最高裁判決
が水曜日になると見られている。これまでの流れから違憲となりそうだが、徴収した
関税を返すのは大混乱となるため、どういう内容を加えるか。米国政府の素早い対抗
措置も見どころだ。先週金曜日の各種市場は発表がなかったことで、一部売り方の買
戻しもあったと想像される。

最後に、来週の米国経済指標の発表について。火曜日に 10 月の新築住宅販売件数が発
表される。戸建て住宅に関してトランプ氏が先週機関投資家の投資規制について発言
したが、ダボス会議で住宅対策を公表するようだ。12 月の消費者物価指数が前年比
+2.7％になると予想されている。木曜日発表の 11 月の小売売上高が前月比+0.4％と
予想されている。先週発表の雇用統計と合わせると、全体的には底堅い経済が続いて
いると判断されよう。

KPA の投資戦略
ロング（買い） ショート（売り）

好財務の割安株、来期増益株 高 PB 低位株、高 PE 新興株

(注) ヘッジ・ファンド向け戦略としての一例。投資期間は半年程度を想定。
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